
 

Ⅱ-5 法人の財務に関する公益認定の基準に係る書類について 

 

 公益財務計算の流れ 

 

   公益財務計算には大別すると次の３種類があり、それぞれ個票を作成していただきます。 
    ┌  1) 収支相償の計算       ＝＝＝＝＝＝＞ 別表Ａ 
    ├  2) 公益目的事業比率の算定   ＝＝＝＝＝＝＞ 別表Ｂ 
    └  3) 遊休財産額保有制限の判定  ＝＝＝＝＝＝＞ 別表Ｃ 
 
   全体の構成と計算の流れは、下図のとおりです。 
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経常費用等の情報

別表A 収支相償の計算 別表B 公益目的事業比率の算定 別表C 遊休財産額保有制限の判定

別表C(2)控除対象財産の明細
（公益目的保有財産の明細等）

別表C(4)
資産取得資金

別表C(5)
特定費用準備資金

別表C(1) 遊休財産額の保有制限の判定
遊休財産額の保有上限額、遊休財産額を算定し、
保有制限規定に適合しているかを判定。

（対応負債の額は自動計算される。）

別表B(2)  土地の使用
額に係る費用額の算定

別表B(3)  融資に係る
費用額の算定

別表B(5)  公益目的事業比率算定に係る計算表
各事業の経常費用額に上記調整を行う際の明細
を記載

別表B(1) 公益目的事業比率の算定総括表

別表B(4)  無償の役務の提
供等に係る費用額の算定

別表C(5)
特定費用準備資

金

別表Cから

第２段階

＋

第２段階

＋

別表Ａ(1)
収支相償の計算
50%繰入れ方式

別表Ａ(2)
収支相償の計算

50%超繰入れ方式

公益目的保有財産に
係る減価償却費・収益
事業からの利益の繰

入額等の情報

別表C(5)
特定費用準備資金

別表C(5)
特定費用準備資金

別表C(4)
資産取得資金

収支相償適否の判定

別表Cから

別表Cから

※ 赤枠囲みの資料は、必ず作成。その他の資料は、必要に応じ作成。

収益事業からの利益
の繰入額等の情報

第１段階 第１段階

収支予算書作成にあたり、役員報酬や、複数の事業に共通して発生するよ
うな収益・費用を各事業に配賦する基準及びその計算過程を記載する。

別表F 各事業に関連する費用額の配賦計算表
収支予算書 （損益計算方式）

※損益計算ベースかつ事業別に区分された
収支予算書を作成していない場合は別表Gを作成

別表A(1)、別表A(2)
どちらか一方を作成

貸借対照表の基礎数値
（資産・負債・正味財産）

別表C(3)公益目的保有財産配賦計算表
複数事業に共用している公益目的保有財産の額を、
各事業に配賦する基準及びその計算過程を記載



 

(1) 収支相償の計算 
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認定法では、公益認定の基準の 1 つとして、「その行う公益目的事業について、当該公益目的

事業に係る収入がその実施に要する適正な費用を償う額を超えないと見込まれるものである

こと。」（認定法§5⑥）とされており、ここでは、収支相償であるか否かについて計算します。

 

公益目的事業会計に収益事業等からの利益額の 50％を繰り入れる場合には別表 A(1)を、 

50％を超えて繰り入れる場合には別表 A(2)を、それぞれ使用して計算します。 

記載要領については、26 頁以下をご覧ください。 



 

(2) 公益目的事業比率の計算 
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認定法では、公益認定の基準の 1つとして、「その事業活動を行うに当たり、第 15 条に規定す

る公益目的事業比率が 100 分の 50 以上となると見込まれるものであること。」（認定法§5⑧）

とされており、ここでは、公益目的事業比率を満たしているか否かについて計算します。 

この表の■欄を埋めていくことにより、 

                    公益実施費用額 

公益目的事業比率 ＝  

           公益実施費用額 ＋ 収益等実施費用額 ＋ 管理運営費用額 

の計算が完成します。 

（電子申請では自動計算されます。） 

本表及び個表の記載要領については、32 頁以下をご覧ください。 



 
(3) 遊休財産額の計算 
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認定法では、公益認定の基準の 1つとして、「その事業活動を行うに当たり、第 16 条第 2項に

規定する遊休財産額が同条第 1項の制限を超えないと見込まれるものであること。」（認定法§

5⑨）とされており、ここでは、遊休財産額が保有上限を超えていないか否かについて計算し

ます。 

この表の■欄を埋めていき、最下部の 42 欄に超過の有無を記載します（電子申請では自動計

算されます。）。 

本表及び個表の記載要領については、39 頁以下をご覧ください。 
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